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私は本号のテーマ「大学の国際化とグローバル

人材の育成」という文脈にはいまひとつピンとこ

ない。これは私の今までのキャリアの中心が企業

人であったためで、「企業の国際化とグローバル人

材の育成」であれば納得感がある。つまりは企業

活動の変化があってこそ、初めて求める人材も、

社会が大学教育に求めるものも変わってくる。そ

こで、企業が求める人材の変化を念頭に、大学に

おけるキャリア開発支援を実践してきた経験を基

に、昨今関心を集めているグローバル人材の育成

について考えてみたい。 

 

１．大学生の就職難から始まったキャリア教育 

 

私が大学でのキャリア教育に初めて関わった

のが 2000 年ころ。当時の大卒求人倍率は 0.99

（1999 年発表）で、1.0 倍を初めて下回り大卒就

職は過去最悪の状況であった。 

したがって、今ではキャリア教育と呼んでいる

が、当時は就職対策の色合いが濃く、現在一般化

してきたキャリア教育よりは狭い範囲であったと

思う。 

日本の大学では立命館大学が最も早く 1999 年

就職部からキャリアセンターへ移行し（現在の名

称はキャリアオフィス）、その後多くの大学で同じ

ような動きが起き、現在ではキャリアセンターと

いう名称が主になっている。この呼称変化は大学

の果たすべき役割が、単なる就職支援からカリキ

ュラム内容の見直しも含めたキャリア開発支援へ

と守備範囲が広がったことを示している。 

その目標や支援サービスの見直しが始まると

ともに、大学におけるキャリア開発支援は、キャ

リアセンターのみにとどまらず、全学的に取り組

むべきテーマとなっていく。企業社会・企業経済

の変化が激しくまた著しい時代に、そんな時代が

要請する自律的な（自分の人生・キャリアをにつ

いて自分で意思決定し、管理し計画することがで

きる）学生を創出するというプロジェクトは、全

学的に取り組む体制と体系がなければ、とても遂

行できるものではないからだ。 

しかし、キャリア支援にかかわるのは一部の限

られた教職員（実際にはもっぱら職員）で、それ

以外の職員、ましてや教員は、キャリア開発支援

は自分の仕事ではないと認識・主張している例も、

まだ少なくない。確かに、就職活動スキルを上げ、

その学生に合った企業を紹介・斡旋するという「マ

ッチング重視」の就職支援であれば、「教員の手を

わずらわせるまでもない」かもしれない。しかし、 

 

図１ 大卒求人倍率の推移 
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出所：リクルートホールディングス「第 30回ワークス大卒求人倍率調査」 

６．キャリア教育から見たグローバル人材の育成 

 

角方正幸（株式会社リアセック総合研究所所長）
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いま大学に求められているのは、このような状態

を脱して本来の意味でのキャリア教育を実現する

ことであり、そのためには、教職員の意思を統一

し、大学全体として教育そのものをキャリア開発

支援に向けて再構築していくことが不可欠なので

ある。 

 

2010年にはこれらの動きを促進するべく、大学

設置基準の見直しが行われ、「社会的及び職業的自

立を図るために必要な能力を（中略）培う」とい

う表現でキャリア教育の義務化が明記された。 

 

〈大学設置基準の改正〉（2010.4） 

大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的

に応じ、学生が卒業後自らの能力を向上させ、

社会的及び職業的自立を図るために必要な能

力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培

うことができるよう、大学内の組織間の有機的

な連携を図り、適切な体制を整えるものとす

る。 

 

これに伴って多くの大学ではキャリア教育の

強化を図り、その結果として就業力対策としての

教育改革や大学改革が進展してきた（詳しくは拙

著『就業力と大学改革』学事出版、2011 年）。 

2010 年に(株)リアセックがリクルート「カレッ

ジマネジメント」誌と共同で行った「就業力育成

に関する学長調査」（有効回収数 482サンプル）に

よると、当時、全国の大学学長が今後、就業力育

成で重要だと考えていた対策は、 

① 学生の就業観、勤労観の育成（80.9％） 

② 就職相談、カウンセリングの強化（73.4％） 

③ 初年次教育の強化（63.3％） 

④ キャリアセンターの強化（63.1％） 

⑤ インターンシップの強化（59.1％） 

がベスト 5であった。 

 

文部科学省も就職支援事業の他に、大学のキャ

リア教育を推進する目的で、平成 22年度から新規

の事業をスタートさせている。 

社会的・職業的自立につながる就業力の育成に

主眼を置き、全学的に教育改革を行おうとする意

欲を持つ大学・短期大学に対して、国として緊急

かつ強力に支援するとされたのが、平成 22 年度の

「大学生の就業力育成支援事業」である。大学 157

件、短期大学 19 件、共同申請 4件の計 180 件が選

定され、平成 22 年度～26 年度の 5 カ年が予定さ

れていたが、2011 年 11 月の行政刷新会議の「事

業仕分け（再仕分け）」により、平成 23 年度限り

で廃止となった。 

その後に開始した「産業界のニーズに対応した

教育改善・充実体制整備事業」は、産業界のニー

ズに対応した人材育成の取組を行う大学・短期大

学が地域ごとにグループを形成して、地元の企業、

経済団体、地域の団体や自治体等と産学協働のた

めの連携会議を設置して取組を実施することによ

り、社会的・職業的に自立し、産業界のニーズに

対応した人材の育成に向けた取組の充実を図る優

れた大学グループの取組を国として支援する趣旨

である。全国 10 グループ（参加大学・短期大学数

合計 174校）が選定され、平成 24-26年の 3カ年

が予定されている。 

事業選定校を中心に全国の大学で、キャリア開

発授業の改善や新設、あるいは新たなインターン

シップのあり方など産業界との連携を視野にキャ

リア開発への取り組みが広がった。 

 

２．企業のグローバル化と求める人材の変化 

 

今から約 30 年前、1986 年の円高不況で、日本

企業のグローバル化がスタート。当時のグローバ

ル化が意味するところは、貿易摩擦や円高のため、

主に製造業が海外へ生産移転することであった。

この影響で採用市場では、大手企業が本格的に中

途採用を開始し、人材調達方法に大きな変化が起

きた。このような大不況に遭遇すると、企業は生

き残りをかけ大胆な改革へ動き出す。大卒採用の

大きな変化の節目には、必ずこのような景気の大

きな落ち込み（大不況）が関連している。 

 

2008年のリーマン・ショック後、グローバル化

の意味するところは大きく変わり、大卒採用の

量・質ともに大きな影響を受けている。 

バブル崩壊時のような採用ストップは少ない

ものの、厳選採用が定着し一定水準に達しなけれ

ば仮に採用予定数に達しなくても、企業は人数合

わせの採用はしない。それを可能にしているのも、

雇用の多様化が浸透し、人材活用の選択肢が広が

ったからでもある。そして、派遣やアルバイトな

ど若年の非正規就業が増大している。 

したがって、たとえ景気が回復してもすぐに新

卒採用の拡大には結びつかない。2000年以降、景

気回復が緩やかに進んだものの、大卒採用予定数

がそれほど伸びず、また足元でも景況感が好転し

たにも関わらず新卒予定数が増えないのも、この
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ような構造変化が若年労働市場に起きているから

である。 

一方、新卒採用の一部はグローバル市場での競

争になってきていて、日本の大学生が中国やイン

ドの新卒と比較される状況になっているのも事実

である。生産・販売の現場が海外に広がった 80

年代のグローバル化とは異なり、雇用市場までが

世界に開かれつつあることが、現在進行形のグロ

ーバル化の特徴である。 

新卒を含む雇用市場におけるグローバル化の

進行が意味するものを知る上で興味深い調査があ

るので紹介したい。アジア７か国とアメリカ合衆

国、日本の就業価値観を比較したものである。日

本の就業観がかなり特異であることがわかる。 

 

見方を変えればこれは、グローバル時代に「企

業が（労働者から）要求されるもの」である。ほ

ぼ日本人のみを雇用してきた日本企業が、このよ

うに異なる就業観をもつ人びとをも採用すること

になれば、企業の人材観・人材戦略も変化せざる

をえない。それは「グローバル時代に企業が（人

材に）求める能力」につながり、人材を輩出する

大学に影響していくのである。 

 

 

図２ ９か国の就業価値観比較 

仕事をするうえで大切だと思うもの（３つまで選択可）選択率（※数字は％）
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インド 58.8 37.9 29.6 23.6 26.3 31.5 20.3 30.0 19.7 22.4

タイ 72.5 47.3 35.5 27.5 26.3 21.6 21.4 20.0 11.4 16.6

マレーシア 78.8 37.4 34.2 25.7 25.3 28.7 18.9 13.4 21.7 16.1

インドネシア 83.1 23.3 33.4 23.1 36.5 38.8 14.0 16.1 19.0 12.8

ベトナム 78.5 37.5 35.5 19.7 18.4 30.2 12.9 6.4 44.4 16.4

アメリカ 56.9 48.4 52.8 24.8 25.8 19.8 33.1 9.9 16.3 12.3

日本 39.0 36.3 51.3 49.0 56 .0 10.5 20.7 4.8 7.0 25.3

各国１位の選択率 各国２位の選択率

注）調査対象：各国、大卒以上で働く人（男女20～39歳）計６００人  

出所：Global Career Survey（リクルートワークス研究所 2013年） 

 

３．グローバル時代に企業が求める能力とは 

 

政府のグローバル人材育成戦略（2012年 6月発

表）では、グローバル人材育成に必要な要素とし

て以下の 3つを挙げている。 

Ⅰ：語学力 

Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・

柔軟性、責任感・使命感 

Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデ

ンティティ 

中でもわかり易い語学力の向上に議論が進ん

でいるように見える。グローバル時代でのコミュ

ニケーション能力として、もちろん語学力は大切

なのだが、大学で育成すべき能力として最も大切

なものなのだろうか？ 

そこで、企業が大学に何を求めているのかを確

認するために、以下 2つの調査を紹介したい。 

 

日本経済団体連合会が 2010 年秋に調査し 2011

年に発表した「産業界の求める人材像と大学教育

への期待に関するアンケート結果」2011年による

と、グローバルに活躍する日本人人材に求められ

る素質、知識・能力として最も多く指摘されたの

は、「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち

続ける」ことであり（542社中 419社）、続いて「外

国語によるコミュニケーション能力（語学力に加

え、相手の意見を聞いた上で、自分の意見を論理

的にわかり易く説明する能力）」（542社中368社）、

「海外との文化・価値観の差に興味・関心を持ち、

柔軟に対応する」（542社中 312社）が上位となっ

た。 

 

「2013年新卒採用担当者意識調査」（(株)ジョブ

ウエブ、レジェンダ・コーポレーション(株)）で

は、グローバル人材採用「実施企業」「未実施企業」

の意識の差が浮き彫りになっている。 
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グローバル人材採用実施企業（調査対象企業の

37.3％）と未実施企業へ「グローバル人材に求め

る資質」を尋ねたところ、実施企業は「チャレン

ジ精神」63.2％、「異文化理解力」61.4％、「英語

力」33.3％の順で高くなっており、未実施企業で

は「英語力」40.6％、「チャレンジ精神」36.4％、

「異文化理解力」31.2％の順に高くなる。双方と

も、「チャレンジ精神」「異文化理解力」「英語力」

が上位にあるが、「チャレンジ精神」において、そ

のギャップは 26.8ポイントとなり、実施企業がよ

り「チャレンジ精神」を優先させていることがわ

かる。 

 

図３ グローバルに活躍する日本人人材に求められる素質、知識・能力 

 

出所：「産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート結果」（日本経済団体連合会、2011年） 

 

図４ グローバル人材に求める資質（グローバル人材採用実施・未実施別） 

 

出所：「2013年新卒採用担当者意識調査」（(株)ジョブウエブ、レジェンダ・コーポレーション(株)、2011年）
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同じ調査では、グローバル人材採用実施企業に、

自社のグローバル人材の定義も尋ねているが、「チ

ャレンジ精神」や「柔軟な対応」、「強い意志」な

どの内面的要素を挙げる回答が多く見られ、多国

籍人材と協働しながら事業を展開できる内面のた

くましさと意欲を求めていることが伺える。 

 

２つの調査は産業界からのグローバル人材育

成への要望を明らかにしているが、いずれも語学

よりはチャレンジ精神がまず第一に挙げられてい

る。前出の「グローバル人材に必要な要素」に沿

って言えば、「Ⅰ：語学力」よりも「Ⅱ：主体性・

積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任

感・使命感」であり、次いで「Ⅲ：異文化に対す

る理解と日本人としてのアイデンティティ」とい

うことになる。 

もう少し広く見れば、特定の業界や地域に関す

る知識、英語という特定の言語に関する能力より

も、社会人としての基礎力やジェネリックスキル

などのコンピテンシーの重要性を強調していると

いえそうである。 

「基礎力（Generic Skill）」とは、一般的に定義

するなら「どんな職業に就くとしても共通に必要

な能力要素」である。経済産業省による「社会人

基礎力」、文部科学省による「学士力」「職業的発

達に関わる諸能力」など、各種の体系が発表され

ているが、（株）リアセックがリクルートワークス

研究所と共同で開発した概念体系では、基礎力を

さらに次の 3つに分けて考えている。 

 

｢対人基礎力｣ ＝周囲と円滑な関係を築いたり

交渉・説得したりする力 

親和力／協働力／統率力 

｢対自己基礎力｣ ＝感情をコントロールし自信を

もってものごとにあたる力 

感情制御力／自信創出力／行

動持続力 

｢対課題基礎力｣ ＝課題を発見し適切に解決に導

く力 

課題発見力／計画立案力／実

践力 

 

「既成概念に捉われないチャレンジ精神」や

「異る文化・価値観への興味・関心と柔軟な対応」

は主に「対課題基礎力」、「語学力に加え、相手の

意見を聞いた上で、自分の意見を論理的にわかり

易く説明するコミュニケーション能力」は「対人

基礎力」に含まれるだろう。 

これらをもとに、グローバル人材の能力をもう

少し具体的に明らかにできないかを考えていこう。 

 

４．優秀なグローバル人材の能力とは？ 

 

実際に海外で活躍するグローバル人材を対象

に、どのような能力が優れているのかが測定でき

ればグローバル人材の育成方法のヒントになるだ

ろう。つまりは、優秀なグローバル人材能力の可

視化である。 

この能力の可視化として有力な方法がある。河

合塾とリアセックが共同開発した PROG（Progress 

Report On Generic Skills）という基礎力測定テスト

である。簡単に言うとジェネリックスキルを客観

的に測定する方法として開発されたテストである。 

PROG では、基礎力を「リテラシー」と「コン

ピテンシー」の 2側面から測定している。 

「リテラシー」とは、知識を基に問題解決にあ

たる力で、知識の活用力や学び続ける力の素養を

みるもの。 

「コンピテンシー」とは、経験から身に付いた

行動特性で、どんな仕事にも移転可能な力の素養

をみるもの。前述の「対人」「対自己」「対課題」

の基礎力がここに対応している。 

 

このテストを用いてグローバル人材の特徴を

分析し、能力の見える化を試みた。 

グローバル人材のモデル人材として取り上げたの

は、アジア圏での外国人マネジメントの経験があ

り、赴任中のマネジメント結果に対して、満足あ

るいは評価されていたと思っている日本人ビジネ

スパーソン（年齢：25 歳～49 歳、平均赴任期間：

約 4年）、サンプル数 735人である。 

「グローバル人材」と、「モデル社会人」「学生」

とを比較して見ると、グローバル人材の基礎力ス

コアは、モデル社会人と同等あるいはそれ以上の

高いものであった。3 大基礎力では特に対人基礎

力の高さが目立つ。対自己基礎力では特に感情制

御力が秀でていることがわかる。一方、対課題基

礎力はモデル社会人と大きな差は見られない。 
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図 5 コンピテンシーの構成概念 

 

出所：リアセック作成 

 

図 6 グローバル人材の能力比較 

2.5
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6.0

親和力 協働力 統率力 感情制御力 自信創出力 行動持続力 課題発見力 計画立案力 実践力

モデル社会人 グローバル人材全体 学生平均（7800）

グローバル人材

対人基礎力 対課題基礎力対自己基礎力

 

出所；リアセック作成 

注）モデル社会人：日本で働く 35歳までのビジネスパースンで、役職者あるいは複数の部

下をマネジメントしている人、サンプル数 4000人 
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ここには小分類での細かなデータは紹介でき

ないが、33の小項目を参考にすると、グローバル

人材として重要な能力は、 

① ストレスに強く、緊張を力に変える（ストレ

スマネジメント） 

② 意見を主張し場を調整する（意見を主張） 

③ 他者に配慮し、関係を築く（親しみやすさと

人脈形成） 

ということがわかる。 

 

さらに、グローバル人材を文系と技術系に分け

て比較したのが図 7である。これを見ると総じて

文系の方が高いスコアとなっている。そして、前

に述べたグローバル人材として重要な 3つの能力

①ストレスマネジメント、②意見を主張する、③

親しみやすさと人脈形成、においても、文系グロ

ーバル人材のスコアは技術系グローバル人材を上

回っている。つまり、グローバル人材の能力特性

は文系においていっそう際立っている。 

このように活躍するグローバル人材のコンピ

テンシーに注目すると、日本で働くモデル社会人

に比べ対人基礎力と対自己の感情制御力、いわゆ

るストレス耐性に秀でていることがわかる。また、

それが文系のグローバル人材でより顕著に表れて

いる。したがって、大学でのグローバル人材育成

方法を検討するときは、特に「ストレス耐性」「統

率力」「親和力」の 3つの能力向上に力を入れる必

要がありそうだ。前に述べたとおり、コンピテン

シーは経験から身に付く行動特性なので、その開

発は、知識の習得ではなく経験の積み重ねが重要

となる。したがって、PBLやアクティブラーニン

グなどの学習スタイルが有効で、インターンシッ

プなど実践的な学習機会を多く設けることが望ま

れる。 

図７ グローバル人材の能力比較（文系と技術系） 

 

出所：リアセック作成 

 

５．グローバル人材の育成はキャリア教育の充実

そのもの 

 

語学（外国語）と日本文化や歴史の理解も大切

だが、何よりも社会人としての基礎力、ジェネリ

ックスキルの向上が重要である。 

したがって、グローバル人材の育成に対応した

大学での人材育成を考えることは、学生のジェネ

リックスキルを育てることと何ら矛盾しない。矛

盾しないどころか、その基礎の上に語学力や日本

文化理解が積み上げられるものであろう。 

つまり、グローバル人材の育成は産業界のニー

ズに即したキャリア教育の充実を図ることに繋が

っている。 
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